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平成２１年度厚生労働省予算案の主要事項一覧表 

                                                                              

項目 主要事項 
平成 20 年度 

予 算 額 

平成 21 年度 

予 算 案 額 

第１ 健康な生活と安心で質の

高い医療の確保等のため

の施策の推進 

 

 

第２ 厳しい経済状況の下にお

ける雇用・生活安定の確

保 

 

 

 

 

第３ 安心・納得して働くこと

のできる環境整備 

 

 

第４ 人口減少社会の到来を踏

まえた少子化対策の推進 

 

 

 

 

 

第５ 高齢者等が生き生きと安

心して暮らせる福祉社会

の実現 
 

１ 安心と希望の医療の確保 

２ 感染症・疾病対策の推進 

３ がん等の生活習慣病対策の推進 

４ 革新的な医薬品・医療機器の創出 

５ 安定的で持続可能な医療保険制度運営の確保 

１ 雇用状況の改善のための緊急対策の推進  

２ 若者の自立の実現 

３ 女性の就業希望の実現 

４ いくつになっても働ける社会の実現 

５ 「福祉から雇用へ」推進５か年計画の推進 

６ 職業能力形成システム（ジョブ・カード制度）の整備・充実

７ 地域における雇用機会の確保と中小企業支援の充実 

１ 安心・納得して自らの働き方を選択できる環境整備 

２ 仕事と生活の調和の実現 

３ 労働災害の減少を図るための安全衛生対策等の促進 

４ 「働く人を大切にする社会」を実現するための基盤整備 

１ 地域の子育て支援の推進 

２ 児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実 

３ 母子家庭等自立支援対策の推進 

４ 母子保健医療の充実 

５ 出産に係る経済的負担の軽減 

６ 仕事と生活の調和（再掲） 

７ 若者の自立の実現（再掲） 

１ 安心で質の高い介護サービスの確保 

２ 福祉・介護人材確保対策の推進 

３ 認知症対策の総合的な推進 

４ 地域福祉の再構築 

５ いくつになっても働ける社会の実現（再掲） 

６ ひきこもりやホームレス等への支援 

７ 刑務所出所者等に対する社会復帰支援 

８ 生活保護制度の適正な実施 

９ 持続可能で安心できる年金制度の構築 

６７,０１１ 

２０２,５９５ 

    ３２,８９７ 

２７,３６２ 

８,６１９,９３５ 

７３,６１８ 

３１,３１４ 

３６７,６６６ 

５４,６１５ 

２６,１１７ 

１７,４１９ 

８５,７９３ 

３,９２８ 

１８,２８４ 

８,２７４ 

１,８５５ 

６８６,８２５ 

８４,８７１ 

１７０,６２７ 

１８,４３４ 

－ 

１８,２８４ 

３１,３１４ 

２,０３９,６１９ 

４,３９１ 

２,０６９ 

１９５億円の内数 

５４,６１５ 

３,０９８ 

１７５ 

２,０１６,２０３ 

７,４２５,７８２ 
 

８４,７４１

２１３,９２３

    ３２,２７８

２７,６７５

９,０６０,３５２

２７９,２５１

５５,２９６

３６９,７２８

６３,５６７

２９,１４５

２０,５８４

２１１,７４８

４４,９２２

２９,０８５

９,９０９

２,１５６

６８７,７３８

９２,６２４

１７４,３０６

１９,３０１

７,９３４

２９,０８５

５５,２９６

２,０９７,６１１

１６,９４６

３,９０２

２１０億円の内数

６３,５６７

３,０９０

２５２

２,１０９,２７１

９,８５９,２７１
 

 

（単位：百万円）

参 考 資 料 
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項目 主要事項 
平成 20 年度 

予 算 額 

平成 21 年度 

予 算 案 額 

第６ 障害者の自立支援の推進 

 

 

 

第７ 国民の安全と安心のため

の施策の推進 

 

 

 

 

第８ 年金記録問題等への対応 

 

 

第９ 各種施策の推進 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 障害者の自立生活を支援するための施策の推進 

２ 精神障害者の地域移行を支援するための施策の推進 

３ 発達障害者支援施策の更なる拡充 

４ 障害者に対する就労支援の推進（再掲） 

１ 医薬品・医療機器の安全対策、迅速な提供体制の推進 

２ 食品安全対策の推進 

３ 自殺対策の推進 

４ 大麻等薬物乱用対策の推進 

５ 健康危機管理体制の強化 

６ 安全で良質な水の安定供給 

１ 年金記録問題への対応 

２ 組織改革の推進 

３ 業務改革の推進 

１ 国際社会への貢献 

２ 行政の情報化の推進 

３ 社会保障カード（仮称）の導入に向けた検討 

４ 科学技術の振興 

５ 戦傷病者・戦没者遺族、中国残留邦人等の援護等 

６ 原爆被爆者の援護 

７ ハンセン病対策の推進 

８ カネミ油症研究の推進 

９ 生活衛生関係営業の指導及び振興の推進 

９６５,１６５ 

３,６７８ 

１,０６９ 

１８,４２７ 

１０,５０３ 

１５,４８５ 

１,２９９ 

９３６ 

８８５ 

７１,０６７ 

２９,８３４ 

１,１７４ 

１４８,３２６ 

２４,０１２ 

４０９ 

２１０ 

１１７,５５４ 

５４,６７８ 

１５３,５８５ 

４３,８５２ 

２８３ 

１,７８２ 

９８７,７６７

４,４６０

１,２６８

２２,７６８

１０,２５２

１５,３３７

２,３０８

９６９

８０８

６６,６６０

２８,３６６

６８,５４４

１４０,９５５

２３,９１３

５０５

３９２

１２０,６５４

４９,７７１

１５３,２２９

４２,２１７

３６

２,０４５

（単位：百万円）



 70

 

 

 

 

 

平成 21 年度 税制改正の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２０年１２月 
 

  厚生労働省 

参 考 資 料 
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目  次 
 

 

 

 

 

第１ 健康な生活と安心で質の高い医療の確保等のための施策の推進･･･････７２ 

 

 

第２ 働く意欲を有するすべての人たちの就業の実現･････････････････････７５ 

 

 

第３ 安定した雇用･生活の実現と安心･納得して働くことのできる環境整備･･７６ 

 

 

第４ 高齢者等が生き生きと安心して暮らせる福祉社会の実現と少子化対策の 

   推進･････････････････････････････････････････････････････････････７７ 

 

 

第５ 障害者の自立支援の推進････････････････････････････････････････７９ 

 

 

第６ 各種施策の推進････････････････････････････････････････････････８０ 
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・番号の前に※印を付してある項目は他省庁においても要望している項目である。 

・再掲の項目については（ ）で括ってある。 

 
① 社会医療法人が救急医療等確保事業の用に供する病院及び診療所に係る非課税措置

の創設〔固定資産税、都市計画税、不動産取得税〕 

地域の救急医療、へき地医療、産科・小児科医療などを守るため、都道府県の医療

計画に基づき特に地域で必要な医療の提供を担う社会医療法人について、救急医療等

確保事業（救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療、小児医療（小児救急医療

を含む。））を行う病院及び診療所に係る固定資産税、都市計画税及び不動産取得税を

非課税とする措置を講ずることとされた。 

（＊）救急医療等確保事業を行っている病院又は診療所については、有料駐車場等を

除き、全体が非課税とされた。救急医療等確保事業を行っていない病院又は診

療所は非課税措置の対象とならない。 

 

② 医療関係者の養成所に係る非課税措置の創設〔固定資産税、都市計画税、不動産取

得税〕 

一般社団法人及び一般財団法人（非営利型法人に限る。）、社会医療法人、社会

福祉法人、独立行政法人労働者健康福祉機構、健康保険組合及びその連合会並びに

国家公務員共済組合及びその連合会が設置する助産師、看護師、准看護師、理学療

法士、作業療法士、臨床検査技師、歯科技工士及び歯科衛生士の養成所の固定資産

税、都市計画税及び不動産取得税について、非課税とする措置を講ずることとされ

た。 

 

※③ 一般社団法人又は一般財団法人に移行した法人が設置する医療関係者の養成所、社

会福祉施設等に係る地方税の非課税措置の創設〔固定資産税、都市計画税〕 

「検討事項」として、税制改正大綱において以下のように記述された。 

公益法人制度改革に対応する税制上の措置については、新制度施行後の実態を見極め

つつ、必要な見直しを引き続き検討する。 

また、特例民法法人から一般社団法人又は一般財団法人に移行する法人が設置する施

設に係る固定資産税及び都市計画税について、引き続き、移行状況や施設の使用実態等

を把握したうえで、これまで一定の用途に供する施設に対して非課税措置が講じられてきた経

緯も踏まえながら、平成２５年度までの間にできるだけ速やかに必要な検討を行い、適切な措

置を講ずる。 

 

④ 高額な医療用機器に係る特別償却制度の適用期限の延長〔所得税、法人税、個人住

民税、法人住民税、事業税〕 

医療保健業を営む個人又は法人が、取得価格５００万円以上の医療用機器等を取

得した場合に、取得価格の１４％の特別償却を認める特例措置については、対象と

なる機器等を取得価格５００万円以上の「高度な医療の提供に資するもの又は承認

等を受けてから２年以内のもの」に見直しを行った上で、その適用期限を２年間延

長することとされた。 

第１ 健康な生活と安心で質の高い医療の確保等のための 
施策の推進 

１ 安心と希望の医療の確保 
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⑤ 医療安全に資する医療機器等の導入に係る特別償却制度の延長〔所得税、法人税、

個人住民税、法人住民税、事業税〕 

医療安全に資する医療機器等（＊）を取得した場合に、取得価格の２０％の特別

償却を認める特例措置について、その適用期限を２年間延長することとされた。 

（＊）医療安全に資する医療機器等 

人工呼吸器（警報機能付き），シリンジポンプ（警報機能付き）， 

生体情報モニタ（人工呼吸器との同時設置に限る）， 

生体情報モニタ連動ナースコール制御機（警報情報表示機能付き）， 

自動錠剤分包機，注射薬自動払出機，医療情報読取照合装置， 

調剤誤認防止装置，分娩監視装置，特殊寝台（高さ調整機能付き） 

 

⑥ 平成１２年医療法改正による改正後の構造設備基準に適合した病院等への建替えに

係る特別償却制度の適用期限の延長〔所得税、法人税、個人住民税、法人住民税、事

業税〕 

平成１２年医療法改正による改正後の構造設備基準に適合した病院・有床診療所

への建て替えを行った場合の建物について、基準取得価格（取得価格の１／２）の

１５％の特別償却を認める特例措置については、対象となる医療機関について一部

見直し（＊）を行った上で、その適用期限を２年間延長することとされた。 

（＊）対象となる病院用建物の要件である「医療の提供体制の整備に資するため」

の基準を見直す。 

 

※⑦ 地震防災対策用資産に係る特例措置の延長及び拡充〔所得税、法人税、個人住民税、

法人住民税、事業税、固定資産税〕 

医療機関などが取得した地震防災対策用資産に係る特別償却制度について、対象資

産（緊急地震速報受信装置の追加等）、特別償却率（８％→２０％）等の見直しを行

った上で、その適用期限を２年間延長することとされた。 

また、医療機関などが保有する地震防災対策用資産に係る課税標準の特例措置に

ついて、対象資産（緊急地震速報受信装置の追加等）、課税標準の特例率（５年間４

分の３→３年間３分の２）等の見直しを行うこととされた。 

（＊）見直し後の対象資産 

緊急地震速報受信装置及びその関連設備（感震装置・緊急遮断装置） 

 

⑧ 社会保険診療報酬に係る非課税措置の存続〔事業税〕 

現行の課税特例措置については、存続することとされた。 

 

⑨ 医療法人の社会保険診療以外部分に係る軽減措置の存続〔事業税〕 

現行の課税特例措置については、存続することとされた。 

 

⑩ 社会保険診療報酬等に係る消費税のあり方の検討〔消費税〕 

社会保険診療報酬に係る消費税のあり方の検討については、税体系の抜本的改革

を行う際に検討することとされた。 
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① 新型インフルエンザ対策に係る医療提供体制整備促進税制の創設〔所得税、法人税、

個人住民税、法人住民税、事業税〕 

新型インフルエンザ対策における医療提供体制の整備のために、感染症指定医療

機関をはじめとする医療機関において、簡易陰圧装置（＊）を取得した際に、取得

価格の２０%の特別償却を認める措置を講ずることとされた。 

(＊)簡易陰圧装置 

病院において、感染症の２次感染のリスクを低減させるためには、病原菌など

が外に漏れないよう、気圧を低くした病室である「陰圧室」の設置が有効である。

しかしながら、陰圧室の設置には大規模な改築が必要となり、多大なコストがか

かることになる。簡易陰圧装置は、一般病室に装置を据えて簡易的なダクト工事

をするだけで、陰圧室に変えることを可能とする装置である。 
 

 
① たばこ対策としてのたばこ税の税率の引上げ〔たばこ税、地方たばこ税〕 

「検討事項」として、税制改正大綱において以下のように記述された。 

近年、国際条約の発効や国民の健康増進の観点から、たばこ消費を積極的に抑制すべき

との指摘も出てくるなど、たばこをめぐる環境は変化しつつある。このような指摘は、財政物資という

たばこの基本的性格に係わるものであることから、たばこに関するあらゆる健康増進策を総合的

に検討した結果を受けて、たばこ税等のあり方について、必要に応じ、検討する。 

なお、将来、たばこ税の負担水準を見直す際には、葉たばこ農家、たばこ小売店等への影響

を勘案しつつ、税率と小売定価との関係を弾力的に考える。 
 

 
① 応益割保険税額の２割軽減要件の見直し〔国民健康保険税〕 

国民健康保険税の応益割保険税額の２割軽減について、他の７割５割軽減と同様

に一律に適用することとされた。 

 

② 介護納付金課税額の課税限度額の見直し〔国民健康保険税〕 

国民健康保険税の介護納付金に係る課税限度額を１０万円（現行９万円）に引き

上げることとされた。 

 

③ 特別徴収の対象範囲の見直し〔国民健康保険税〕 

国民健康保険税の特別徴収の対象者について、口座振替により納付する申し出が

あれば普通徴収とすることができることとされた。 

２ 新型インフルエンザ対策の推進 

３ たばこ対策の推進 

４ 安定的で持続可能な医療保険制度運営の確保 
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① 高齢者を多数雇用する事業所に係る特例措置の創設〔所得税、法人税、個人住民税、

法人住民税、事業税〕 

高齢者を多数雇用する事業所に係る特例措置の創設については、長期検討事項と

された。 

 

② 障害者を多数雇用する事業所に係る特例措置の延長〔所得税、法人税、個人住民税、

法人住民税、事業税、固定資産税、不動産取得税〕 

障害者を多数雇用する場合の機械等の割増償却制度並びに固定資産税の課税標準

の特例措置及び不動産取得税の減額措置について、その適用期限を２年間延長する

こととされた。 

 

※③ 子育て支援税制（事業所内託児施設に係る法人税の優遇措置（割増償却））の延長

〔法人税、法人住民税、事業税〕 

一定の要件の下、法人が事業所内託児施設を新設した場合、当該施設及びこれと

同時に設置する一体の器具備品について、５年間２０％（中小事業主にあっては３

０％）の割増償却ができる特例措置について、その適用期限を２年間延長すること

とされた。 

（＊）対象法人 

次世代育成支援対策推進法の規定に基づく一般事業主行動計画を策定し、同

計画に託児施設の設置及び運営に関する取組方針を明記していること等一定

の要件を満たす法人 

（＊）事業所内託児施設の主な要件 

場 所：法人の事業所の敷地内又は当該法人の雇用する労働者の通常の勤務

地の経路に設置されているもの 

利用者：２分の１以上が事業主の雇用する労働者であること 

定 員：乳幼児が１０人以上（中小企業にあっては６人以上）   等 

 

④ 雇用保険法の改正に伴う税制上の所要の措置〔その他〕 

現在検討を行っている雇用保険法等の改正の具体的内容を踏まえ、税制上の所要

の措置を講ずることとされた。 

第２ 働く意欲を有するすべての人たちの就業の実現 
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※① 教育訓練費に係る税額控除制度の適用期限の延長〔所得税、法人税、法人住民税〕 

中小企業を対象とした、教育訓練費の一定割合（８～１２％）を税額控除するこ

とができる特例措置について、その適用期限を２年間延長することとされた。 

 

※② 住宅用家屋に係る登録免許税の軽減措置の適用期限の延長〔登録免許税〕 

住宅を新築若しくは建築後未使用の住宅を取得した場合、一定の中古住宅を取得し

た場合又は住宅取得資金に係る抵当権を家屋に設定した場合における当該家屋の所

有権の保存登記、移転登記又は抵当権設定登記に対する登録免許税の税率に係る特例

措置について、その適用期限を２年間延長することとされた。 

 

③ 青色事業専従者のみでの中小企業退職金共済制度への加入〔所得税、個人住民税、

事業税〕 

「検討事項」として、税制改正大綱において以下のように記述された。 

 

小規模企業共済制度及び中小企業退職金共済制度の加入者の範囲の見直しについて

は、今後、各制度における加入対象者の範囲の見直しが行われる際には、新規加入者の制

度上の位置付け等を勘案し、その掛金等の税制上の取扱いについて措置する。 

 

※④ 子育て支援税制（事業所内託児施設に係る法人税の優遇措置（割増償却））の延長

〔法人税、法人住民税、事業税〕（再掲） 

 

⑤ 雇用保険法の改正に伴う税制上の所要の措置〔その他〕（再掲） 
 

第３ 安定した雇用・生活の実現と安心・納得して働くことの 
できる環境整備 
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※① 企業型確定拠出年金における個人拠出の導入に係る掛金の所得控除（小規模企業共

済等掛金控除）の適用〔所得税、個人住民税〕 

企業型確定拠出年金に導入される個人拠出（いわゆるマッチング拠出）の掛金は、

その全額を所得控除の対象とすることとされた。 

 

※② 確定拠出年金の拠出限度額の引上げ〔所得税、法人税、個人住民税、法人住民税、

事業税〕 

確定拠出年金の拠出限度額について、次のとおり引き上げることとされた。 

（１）企業型             （現行）     （改正後） 

イ 他の企業年金がない場合  月額４．６万円  月額５．１万円 

ロ 他の企業年金がある場合  月額２．３万円  月額２．５５万円 

（２）個人型 

イ 企業年金がない場合    月額１．８万円  月額２．３万円 

 

※③ 個人型確定拠出年金の加入対象者の見直しに係る掛金の所得控除（小規模企業共済

等掛金控除）の適用〔所得税、個人住民税〕 

「検討事項」として、税制改正大綱において以下のように記述された。 

 

個人型確定拠出年金の対象者のあり方についても、引き続き検討を行う。 

 

④ 療養病床の転換に係る特別償却制度の適用期限の延長〔法人税、法人住民税、事業

税〕 

療養病床の再編成に伴い、療養病床から老人保健施設等（＊１）への転換に際し、

増改築をした場合、基準取得価額（＊２）の１５％の特別償却を認める特例措置に

ついて、その適用期限を２年間延長することとされた。 

（＊１）老人保健施設等：老人保健施設、有料老人ホーム、ケアハウス、認知症高

齢者グループホーム、小規模多機能型施設 

（＊２）取得価額の５０％ 

 

⑤ 介護費用に係る所得控除制度の創設〔所得税、個人住民税〕 

「検討事項」として、税制改正大綱において以下のように記述された。 

 

要援護高齢者等の介護費用に係る税制上の措置については、介護保険の実施状況や介

護保険制度改革に向けた検討状況を勘案しつつ、税制抜本改革における特別な人的控除の

見直しとの関係等も踏まえ、具体的な検討を行う。 

第４ 高齢者等が生き生きと安心して暮らせる福祉社会の実現と少
子化対策の推進 
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⑥ 生命保険料控除制度等の見直し〔所得税、個人住民税〕 

現行の「生命保険料控除」・「個人年金保険料控除」（それぞれの上限額は国税５万

円、地方税３万５千円。控除合計額国税１０万円、地方税７万円。）を再編し、新た

に介護医療保険料控除を設け、それぞれの上限が国税４万円、地方税２万８千円で

ある「一般生命保険料控除」・「介護医療保険料控除」・「個人年金保険料控除」を設

けることとされた。これに伴い、生命保険料控除等の合計額については、国税は１

２万円に拡充されるとともに、地方税は７万円とされた。 

また、新たな制度については、平成２４年１月から実施することとし、制度移行

に伴う諸課題の検討・準備を進め、平成２２年度改正により法制上の措置を行うこ

ととされた。 

 

※⑦ 住宅に係るバリアフリー改修促進税制の期間延長〔所得税〕 

高齢者・障害者等やその同居家族が、バリアフリー改修工事を含む増改築等の工

事を行った場合に、工事費用に係る借入金の一定割合（＊）を税額控除できるバリ

アフリー改修促進税制について、その適用期限を５年間延長することとされた。 

（＊）税額控除できる借入金の一定割合 

（１）バリアフリー改修工事に係る借入金（２００万円まで） 

：年末残高の２％を５年間税額控除 

（２）（１）以外の増改築等に係る借入金 

：年末残高の１％を５年間税額控除 

＊ただし、控除対象となる（１）及び（２）における借入金額の上限は、合計

１，０００万円。 

 

※⑧ 高齢者向け優良賃貸住宅建設促進税制の延長及び拡充〔所得税、法人税、個人住民

税、法人住民税、事業税、固定資産税〕 

現行の高齢者向け優良賃貸住宅建設促進税制について、次のとおり延長及び拡充

することとされた。 

（１）所得税・法人税 

イ 高齢者向け優良賃貸住宅の建設に係る割増償却の特例措置の適用期限を

２年間延長する〔２０％の割増償却（耐用年数３５年以上のものは２８％

の割増償却）〕。 

ロ 生活支援施設付き高齢者向け優良賃貸住宅について、割増償却の特例

措置を拡充する〔４０％の割増償却（耐用年数３５年以上のものは ５

５％の割増償却）〕。 

（２）固定資産税 

イ 生活支援施設付き高齢者向け優良賃貸住宅も固定資産税の減額対象に加

える（５年間１／３に減額）。 

 

⑨ 高齢者を多数雇用する事業所に係る特例措置の創設〔所得税、法人税、個人住民税、

法人住民税、事業税〕（再掲） 

 

※⑩ 子育て支援税制（事業所内託児施設に係る法人税の優遇措置（割増償却））の延長

〔法人税、法人住民税、事業税〕（再掲） 
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① 障害者自立支援法等の見直しに伴う税制上の所要の措置〔その他〕 

現在検討を行っている障害者自立支援法等の見直しの具体的内容を踏まえ、税制

上の所要の措置を講ずることとされた。 

 

② パラリンピックメダリストに対する報奨金に係る非課税措置の創設〔所得税、個人

住民税〕 

パラリンピックメダリストに対する報奨金について、オリンピックメダリストに

対する報奨金と同様、所得税の非課税措置を創設することとされた。 

 

③ 障害者を多数雇用する事業所に係る特例措置の延長〔所得税、法人税、個人住民税、

法人住民税、事業税、不動産取得税、固定資産税〕（再掲） 

 

※④ 住宅のバリアフリー改修促進税制の期間延長〔所得税、個人住民税〕（再掲） 

 

第５ 障害者の自立支援の推進 
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① 生活衛生同業組合等が設置する共同利用施設に係る特別償却制度の適用期限の延

長〔法人税、法人住民税、事業税〕 

生活衛生同業組合等が共同利用施設（＊）を設置した際に、取得価格の８％の特別

償却を認める特例措置について、その適用期限を２年間延長することとされた。 

（＊）共同利用施設 

・共同冷凍庫            ・研修施設 

・共同配送用保冷車両    ・研究施設 

・共同特殊品処理工場    ・移動研修車 

・共同購入資材配送車両  ・共同スポーツ施設 

・共同特殊品保管庫      ・共同調理炊飯施設   等 

 

② クリーニング業等における公害防止用設備に係る特別償却制度の適用期限の延長

〔所得税、法人税、個人住民税、法人住民税、事業税〕 

公害防止用の特定設備（＊）を取得した際に特別償却を認める特例措置について、

その適用期限を２年間延長することとされた。 

（＊）対象設備 

（１）テトラクロロエチレン排出防止装置を備えたドライクリーニング装置 

（２）活性炭吸着回収装置(既存ドライクリーニング装置に装着する装置) 

・テトラクロロエチレン 

ドライクリーニング溶剤として使用され、発ガン性等が疑われる物質。

大気汚染防止法において、健康被害のある指定物質として規定されており、

抑制基準の設定により排出抑制が図られている。 

 

※③ 生活衛生関係営業者等の事業基盤強化設備に係る特別償却制度等の適用期限の延

長〔所得税、法人税、個人住民税、法人住民税、事業税〕 

中小企業者である生活衛生関係営業者等（＊１）が一定金額以上（＊２）の事業

基盤強化設備等（＊３）を取得した際に、取得価格の３０％の特別償却又は７％の

税額控除を認める特例措置について、その適用期限を２年間延長することとされた。 

（＊１）対象業種は、卸売、小売、飲食店（生活衛生関係営業の運営の適正化及び振

興に関する法律第５６条の３第１項に規定する振興計画について同項に規

定する認定を受けた生活衛生同業組合又は生活衛生同業小組合の組合員の

み）及びサービス業。 

（＊２）一定金額 

①機械・装置  取得の場合  ２８０万円以上 

リースの場合  ３７０万円以上 

②器具・備品  取得の場合  １２０万円以上 

リースの場合 １６０万円以上 

（＊３）事業基盤強化設備等 

飲食店営業については、業務用電気冷蔵庫、業務用電気洗濯機、業務用食

器洗浄機、コンベクションオーブンなどが対象。その他、卸売、小売、サー

ビス業については、基本的に対象設備等に限定はない。 

 

第６ 各種施策の推進 
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※④ 生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の貸倒引当金の特例措置の適用期限

の延長〔法人税、法人住民税、事業税〕 

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の貸倒引当金について、通常の場合の

損金算入限度額の１１６％相当額を損金算入限度額とする特例措置について、その適

用期限を２年間延長することとされた。 

 

※⑤ 生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の留保所得に係る特別控除制度の適

用期限の延長〔法人税、法人住民税、事業税〕 

留保所得の３２％相当額を所得計算上、損金に算入することができる特例措置につ

いては、見直しが行われ、設立後１０年以内の協同組合等に限定されたうえで、適用

期限を２年間延長することとされた。ただし、その設立が各都道府県又は全国に一と

限定されている協同組合等については、引き続き適用を認めることとされた。 

（＊）生活衛生同業組合等については、各都道府県又は全国につき一に限定されてい

ることから、設立後１０年を超えている場合も引き続き適用を認めることとさ

れた。 

 

※⑥ 中小企業に対する法人税の軽減税率の時限的引下げ〔法人税、法人住民税〕 

中小法人等（＊）について、平成２１年４月１日から平成２３年３月３１日まで

の間に終了する各事業年度の年８００万円以下の金額に対する法人税の軽減税率を、

現行の２２％から１８％に引き下げることとされた。 

（＊）中小法人等 

・資本金の額又は出資金の額が１億円以下である普通法人（医療法人等） 

・資本又は出資を有しない普通法人（持ち分の定めのない医療法人等） 

・非営利性が徹底された一般社団法人等 

・公益社団法人等 

・人格のない社団等 

・協同組合等（生活衛生同業組合、消費生活協同組合等） 

・公益法人等（社会医療法人、社会福祉法人、学校法人、宗教法人） 

・特定医療法人 

 

※⑦ 中小企業の欠損金の繰戻し還付の復活〔法人税、法人住民税〕 

中小法人等（＊）の平成２１年２月１日以後に終了する各事業年度において生じた

欠損金額については、欠損金の繰戻しによる還付制度の適用ができることとされた。 

（＊）中小法人等の範囲については上記⑥の項と同じ。 

 

※⑧ 外国子会社配当益金不算入制度の創設〔法人税、法人住民税、事業税〕 

外国子会社に関する外国税額控除制度を廃止し、外国子会社から受ける配当を益金

不算入とする制度を創設することとされた。これによって、国際展開する国内製薬会

社についても、海外子会社から受け取る配当金については、法人税、法人住民税及び

事業税が非課税とされた。 
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※⑨ 産業活力再生特別措置法に係る税制上の特例措置の延長及び拡充等〔所得税、法人

税、登録免許税、個人住民税、法人住民税、事業税、不動産取得税〕 

産業活力再生特別措置法で規定する計画の認定を受けた事業者等については、引き

続き、取得する事業革新設備についての特別償却制度や登録免許税の軽減措置を受け

られることとされた。また、不動産取得税については、軽減措置を延長すると同時に、

対象を拡大することとされた。 

 

※⑩ 鉱工業技術研究組合の所得計算の特例〔法人税、法人住民税、事業税〕 

共同研究及び成果の普及・実用化を促進する観点から鉱工業技術研究組合制度を見

直し、見直し後の組合について、所得計算の特例措置について、その適用期限を２年

間延長することとされた。 

 

※⑪ 企業再生税制の適用要件の拡充〔法人税、法人住民税、事業税〕 

「一定の私的整理」要件の一つ「２以上の金融機関等の債務免除」において、自己

に対する債権の現物出資を受ける場合と同様の取扱いとすることを追加するととも

に、債務免除を行う者の対象範囲に「地方公共団体」を追加する等の措置を行うこと

とされた。 

 

⑫ 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金に係る非課税及び差押え禁止措置の存続〔所得

税、印紙税、個人住民税、その他〕 

戦没者等の遺族に対する特別弔慰金の支給に係る所得税等の非課税措置及び当該

特別弔慰金の差押え禁止措置が存続することとされた。 

 

⑬ 日本年金機構の固定資産税課税対象資産に係る国有資産等所在市町村交付金の非交

付措置の創設〔市町村交付金〕 

国から日本年金機構に承継される固定資産のうち固定資産税が課されるものにつ

いて、国有資産等所在市町村交付金の交付対象から除外する措置を講ずることとされ

た。 

 




